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 1 　復代理人の選任等（644 条の 2）
 2 　委任契約の任意解除権（改正 651 条）
四　債権譲渡法制の改正と代理受領
 1 　債権譲渡制限（禁止）特約の効力（改正 466 条 2 項 3 項）
 2 　将来債権の譲渡（466 条の 6）
 3 　抗弁切断規定（改正前 468 条 1 項）の削除
五　終わりに
（1） 　松本恒雄「担保としての代理受領と立法化の是非」法時 73 巻 11 号 41 頁（2001 年）
代理受領の詳細な沿革については、鳥谷部茂「代理受領・振込指定の担保的機能（1）
























（改正 466 条の 6、467 条）、異議をとどめない承諾の制度（改正前 468 条 1 項）
（2） 　鳥谷部・前掲注（1）12 頁以下。
（3） 　代理受領の多様化に言及する比較的近時の論稿としては、例えば、宮川不可止「代理
受領論の現代的展開」京都学園法学 2008 年 1 号 5 頁以下、上河内千香子「代理受領と
三角取引」椿寿夫編『三角・多角取引と民法法理の深化』100 頁以下（別冊 NBL161 号
　2016 年）等がある。














































最判昭和 44 年 3 月 4 日民集 23 巻 3 号 561 頁は、ＣがＢに弁済した場合につ
いて、「承認は、単に代理受領を承認するというにとどまらず、代理受領によっ
て得られる被上告人（Ａ）の右利益を承認し、正当の理由なく右利益を侵害
（6） 　代理受領の書式例は、例えば、鈴木禄弥＝竹内昭夫編『金融取引法大系第 5巻  担保・
保証』（有斐閣、1984 年）19 頁以下、鳥谷部・前掲注（1）19 頁以下、安永正昭「代理
受領の「担保」としての効力とその限界―最一小判昭 61・11・20 をめぐって―」金法
1193 号 15 頁以下（1988 年）等に提示され、検討が行われてきた。また、加藤雅信「代
理受領・振込指定」金融法研究 9号 77 頁以下（1993 年）、山野目章夫「代理受領・振込
指定―Ｔ字型代理受領構成の検証」別冊 NBL31 号 255 頁以下（1995 年）では、代理受
領の新たな書式として、甲―乙間における代理受領の委任及び甲・乙―丙間の支払い方
法に関する契約とする書式改善例の提案とその検討が行われている。
（7） 　脇屋寿夫「債権確保のための代理受領権の取得」金法 187 号 3 頁（1958 年）。


























香川法学 33 巻 1・2 号（2013 年）1頁以下参照。























のが多く見受けられるため（14）、上記の改正 644 条の 2との関係を検討する余
地がある。
（13） 　藤田・前掲注（10）7 頁。中馬義直「債権担保のためにするいわゆる代金代理受領権



























の 2第 1 項に沿うものとなっている。すなわち、従来の代理受領委任契約に





（15） 　潮見佳男他編『詳解　改正民法』515 頁（商事法務　2018 年　＜角田美穂子執筆＞）。












たとき」を追加した（改正 651 条 2 項 2 号）。
　従来、判例は、委任契約が受任者の利益をも目的とする場合には、委任者
は原則として本条に基づいて委任を解除することができないという見解を示









行動に出た等やむを得ない事由があるとき（最判昭和 43 年 9 月 20 日裁集民
92 号 329 頁（19））、委任者が委任契約の解除権自体を放棄したものとは解され
（18） 　撤回できない代理についての論稿としては、浜上則雄「撤回しえない任意代理権に
ついて」民商 40 巻 1 号 2 頁以下（1959 年）、鳥谷部茂「ドイツにおける撤回できない
代理―権利担保論の一環として―」筑波法政 4号 55 頁以下（1981 年）がある。
（19） 　経営不振に陥ったＸが事業再建のため債権者の一人であるＹに経営を委任したが、
Ｙが独断で不動産の名義を変えるなどした事案である。















































































































































約が改正 651 条 2 項 2 号の「委任者が受任者の利益（専ら報酬を得ることに
（32） 　商事法務編『民法（債権関係）の改正に関する中間試案（概要付き）』178 頁以下（商
事法務　2013 年）参照。































（35） 　鳥谷部・前掲注（1）16 頁以下、松本・前掲注（1）41 頁、山野目・前掲注（6）255 頁、
宮川・前掲注（3）2頁以下等。







権譲渡制限（禁止）特約の効力に関する改正法である 466 条 2 項及び 3項（1）、
将来債権譲渡についての新設規定である 466 条の 6（2）、及び抗弁切断規定
である改正前 468 条 1 項の削除（3）についての改正過程の議論を整理した上
で、代理受領に与える影響を考察する。






（36） 　潮見佳男『新債権総論Ⅱ』386 頁以下（信山社　2017 年）。潮見佳男『プラクティス








（37） 　最一小判昭和 48 年 7 月 19 日民集 27 巻 7 号 823 頁、最判平成 9 年 6 月 5 日民集 51
巻 5 号 2053 頁、最判平成 21 年 3 月 27 日民集 63 巻 3 号 449 頁。我妻栄『新訂債権総論』
岩波書店（1964 年）524 頁においても、譲渡制限特約付き債権の譲渡は債権者の義務
違反を生ずるだけでなく譲渡の効力を生じないものと述べられている。


















（39） 　山野目章夫＝深山雅也＝井上聡　「連載　債権法改正と実務上の課題 number8 債権譲





（40） 　商事法務編『民法（債権関係）部会資料集　第 1集＜第 2巻＞―第 7回～第 10 回会




（41） 　潮見・前掲注（21）133 頁。もっとも、改正 466 条の 5により、譲渡制限特約付き預
貯金債権の譲渡の効力は、悪意・重過失の譲受人との関係では無効（物権的効力）となっ
ており、改正前と同様の効力が維持されることとなっている。




























た上で譲渡人に弁済することが可能であり（改正 466 条 3 項）、譲受人が善意・無重過






























（46） 　商事法務編『民法（債権関係）部会資料集　第 3集＜第 4巻＞―第 81 回～第 85 回
会議　議事録と部会資料―』166 頁以下（佐成発言）（商事法務　2017 年）。
広島法学　43 巻４号（2020 年）－ 312
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抗できないと判示した最判平成 13 年 11 月 27 日、【5】将来の債権は債権譲渡
によって譲渡人から譲受人に「確定的に譲渡されている」とし、譲渡の目的
とされた債権が将来発生したときには、譲受人は、譲渡人の「特段の行為を
要することなく当然に」当該債権を取得できるとした最判平成 19 年 2 月 15
日民集 61 巻 1 号 243 頁等の一連の判決が出されていた。
　（2）466条の 6が代理受領に与える影響





































（無留保承諾）した場合、改正前 468 条 1 項が適用され、元の債権者に対する
抗弁が切断されることが恐れられているという要素が存在した（49）。このよう
な改正前 468 条 1 項の立法趣旨について、最判昭和 42 年 10 月 27 日民集 21
巻 8 号 2161 頁は、「債権譲受人の利益を保護し一般債権取引の安全を保証す
るため法律が附与した法律上の効果」と述べているところであった（50）。しかし、
（49） 　安永・前掲注（6）14 頁、宮川・前掲注（3）4頁、松本・前掲注（1）41 頁等。
（50） 　本判決は、この趣旨から悪意譲受人については抗弁の切断による保護は不要と判示
している。












　改正 468 条 1 項は、債務者が通知を受けるまで譲渡人に対して生じた事由








































（54） 　商事法務編・前掲注（46）501 頁以下（部会資料 74A・12 頁）
（55） 　松尾久和＝高須順一「債権法改正と実務上の課題 number9  将来債権の譲渡と抗弁の
対抗」ジュリ 1523 号 103 頁以下（高須発言）（2018 年）。
（56） 　潮見他編・前掲注（15）271 頁以下参照＜石田剛執筆＞。







































行使特約について、改正により新設された 644 条の 2（復代理人の選任等）
と改正された 651 条（委任契約の任意解除権）との関係を検討した。その結果、
従来の代理受領委任契約において見受けられる復代理人の選任の内容は新設




　一方、債権譲渡は、譲渡制限特約の規定の改正（466 条 2 項 3 項）、将来債
権譲渡についての規定の新設（466 条の 6）、債務者の抗弁切断規定の廃止（改










































（63） 　例えば、鳥谷部・前掲注（1）18 頁。中馬・前掲注（13）65 頁においても、代理受
領が用いられるのは、事実上必ずしも第三債務者が債権質や債権譲渡を忌避する場合
にのみ限られないし、また理論上もそのような場合に限る必要はないと述べられてい
る。
